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1．はじめに

　あらゆる学問は時代の子である．21世紀を迎

えて戦略経営論も新たな課題に直面している．

この時代を表す言葉としてDe（脱）・Un（不）

・Re（再）がある．

　Deを代表する言葉としては脱構築，脱日本，

脱産業があり，今までの状況からの断絶の必要

性を意味している．Unと関連した言葉として

は，不満・不安・不確実があり，今の不の状態

にいかに対処するかが問題とされている．企業

の中にも不安解消企業（ファンケル），不満足

対応企業（花王）のように不への対応を自分達

のビジネスチャンスと考えている企業もある．

また，再生・再構築に表れているように，今の

状態をいかに変革し再生していくのは日本国の

みならずあらゆる組織にとっても重要なことで

ある．その意味で，まさに転機にあるのが今の

企業に他ならない．その意味で，企業の方向を

定めていく経営戦略の重要性が高まっていると

もいえる．

　そこで，企業はグローバリゼーションを前提

としつつインフラとしての情報化という現実を

ふまえ将来においていかなる構想力をもってマ

ネジメントしていくのかがまさに問われている

といえる、転換期において，もはやただよって

いることは難しくむしろ現状を把握し，そのう

えで未来を構築していくことがまさに求められ

ている．その意味で，企業とは何か，戦略とは

何かという原点を新たに問い直すことの意味は

大きいといわなければならない．それは，日本

企業が今まで前提としてきた考えかたである効

率志向，総花主義，自前主義を改めて問い直す

ことが重要になってきた．そこで，戦略マネジ

メントの課題は何であるのか，それへの解決方

向をいかに模索するのかは重要な課題になって

いる．戦略論に関する今までの理論をふりかえ

りつつ，今後の展開方向について考察すること

をつうじて戦略マネジメント論の全体像を明ら

かにする．

2．経営戦略論の歴史と多面性

2．1　経営戦略論の歴史

　経営戦略論は1960年代前半に成立した学問領

域である（Goold，　Campbell，　and，　Alexander，

1994）．その始祖というべき学者はチャンドラ

ーとアンソフである．チャンドラーによりアメ

リカにおける事業部制の成立との関係で経営戦

略の歴史的・理論的重要性が論じられ，経営戦

略と組織との関係が見事に取り扱われた

（Chandler，1962）．アンソフは重要な戦略で

ある多角化について多角化の概念を明らかにす

るとともに，なぜ多角化を展開するのかについ

てシナジー一概念を中心に論ずるとともに，多角

化に関するチェックリストの作成も試みている

（Ansoff，1965）．この二人の論者に影響を与え

たのが近年の資源ベースの戦略論の隆盛とも深

く結びついているペンローズであった
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表1　戦略論の進化

時代1 時代2 時代3

記述 事業のポートフォリオ 能力のポートフォリオ 関係のポートフォリオ

競争優位の

hライバー

規模の経済 規模と範囲の経済 規模・範囲・専門知識の

o済
中核資源 物的資源 事業問の関係性を管理

ｷる組織化能力

専門知識のネットワーク

ﾉおけるポジション

分析単位 事業単位 全社 内部・外部関係のネット

潤[ク

キー

Rンセプト

産業の不完全性の活用 見えざる資源の活用 知的資本の活用

キー

Nェスチョン

どんな製品？

ﾇんな市場？

どんな能力？ 専門知識の流れ？

支配的見方 ポジショニング プロセスとルーチンの

ﾍ倣困難i生

ネットワークの中心性

出典：Venkatraman　and　Subramaniam（2002）

（Penrose，　1959）．

　70年代になると戦略論はいかに多角化戦略を

マネジメントするか（複数あ事業をいかに展開

していくのか）が重要な問題となり，そこで導・

入された手法がPPM（product　portfolio

management）である．複数事業間の資源配分

の問題に関してPLC（product　lifecycle）と市

場占有率をもとに事業を分類し，それにもとづ

いて適切な資源配分をするというものであった．

こうした戦略計画論の進展はアメリカにおける

コンサルティングビジネスの隆盛とも結びつい

ていた（石井他，1985）．

　この動きとは別に無視できない戦略論にプロ

セスとして戦略をとらえる見方がバウワーやミ

ンツバーグによって展開された（Bower，
1970；Mintzberg　and　Walters，1985）．それは

組織がいかなる影響を戦略に与えるのかを問題

とするとともに必ずしも意図された戦略が実現

されるとは限らないといった戦略の剣山性に注

目するものでもある．

　80年代には新たな古典ともいうべきポーター

の著作『競争戦略論』が出版され，特定の業界

においていかに競争優位を保っていくのかにつ

いて5つの力や競争優位についての議論が行な

われた（Porter，1980）．一方，エクセレン

ト・カンパニーにおいて多角化万能論への警鐘

がなされ，本業への密着こそ重要であるという

多角化の方向についての指摘が行なわれた

（Peters　and　Waterman，1982）．また，1990年

代後半からの新たなパラダイムともいうべき資

源ベースの戦略論がウェルナーフェルトや伊丹

らによって展開された（Wernerfelt，1984；伊

丹，1984）．

　90年代に入ると多角化した企業の競争優位を

説明する一つの概念としてコア・コンビタンス

が提示されるとともに，多角化した企業の方向

を設定するペアレンティングについて新たな光

が与えられた（Hamel　and　Prahalad，1994；

Goold，　Campbell，　and，　Alexander，1994）．

　表1は戦略論の進化を時代の流れをふまえて

整理したものである．この表で重要な点は現在

の状況が企業内部にとどまらず企業外部の関係

のネットワークをいかに構成するのかが戦略論
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上の問題となっていることを示している点であ

る．

2．2　経営戦略の多面性

　戦略については多様な見方が存在している．

例えば，ミンツバーグらは10の学派を指摘して

いる．それは，戦略論に関する今までの理論を

サーベイした結果であり，しかも戦略論の多様

性を容認していることでもある．その詳しい内

容は『戦略サファリ』を読んでいただきたい

（Mintzberg，　et　aL，1998）．

　　1．デザインスクール

　　2．プランニングスクール

　　3．ポジショニングスクール

　　4．アントレプレナースクール

　　5．コグニティブスクール

　　6．ラーニングスクール

　　7．パワースクール

　　8．カルチャースクール

　　9．エンバイロンメントスクール

　　10．コンフィギュレーションスクール

　また，ミンツバーグは戦略を次の5つのPと

いう形で整理している（Mintzberg，　et．a1．，

1998）．

①「計画（plan）」としての経営戦略の概念

　目標を達成するための行為のコースや，状

　況に対処するための行動指針

②「策略（ploy）」としての経営戦略の概念

　特定の競争状況における競合者を出し抜く

　ための具体的な計略

③「パターン（pattern）」としての経営戦略

　の概念．

　意思決定や行為の流れに見られる整合性に

　着目

④環境における「位置（position）」としての

　経営戦略の概念

　資源展開と環境との相互作用の基本的パタ

　ーン

⑤「視野（perspective）」としての経営戦略

　の概念

　世界観，ビジョン，コンセプト

　青島・加藤も戦略論の4つのアプローチをい

かに競争優位をもたらすのか，言い換えれば利

益をもたらす戦略は何かという点から視点を内

に置くか外に置くか，要因に着目するのかプロ

セスに着目するのかにより整理を行い（図1），

ポジショニング・アプローチ，資源アプローチ，

ゲーム・アプローチ，学習アプローチというそ

れぞれのアプローチの内容を明らかにするとと

もにアプローチの多様性を認めつつ，バランス

をあるアプローチの必要性を提示している（青

島・加藤，2003）．

　一方，シェンクは戦略を組織論や社会心理学，

政治学，社会学などの成果をふまえ3つのパー

スペクティブを提示した（表2）．それは，認

知パースペクティブ，組織パースペクティブ，

政治パースペクティブであり，それぞれのパー

スペクティブを明らかにするとともに，その統

合方向を天の邪鬼の方法（Devil’s　Advocate）

にもとめ戦略を形成し改善するための多様性と

統合について論じている（Schwenk，1989）．

　今まで述べたように戦略に関する見方や考え

方は多様なものが存在するということがわかる．

多様性は決して理論展開においてマイナスばか

りではない．むしろ戦略が複雑で重要性をもつ

決定とするならば，むしろ多様性を許容しつつ

統合する方法をどのように模索するのかが重要

であろう．それは一つの現象を多面的に捉える

ことであるが，それを一時点で行なうのか，そ

れとも時間の経過を含めて捉えるのかによって

異なった論点が成立するように思われる．戦略

論を学習する点において多様性を是認すること

が求められており，多様なアプローチやパース

ペクティブを具体的な現実（例えば，デジタル

カメラ産業の成立）に適用していくことがます

ます重要と考えられる．それは今まで当たり前

と考えていた戦略に関する見方や前提を問い直
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図1　戦略論の4つのアプローチ
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出典：青島・加藤（2003）

すことにもつながる．物事を多面的に捉えるこ

とはますます必要となってくる．

　ただし，戦略の次の点は十分考慮すべきであ

ろう（Johnson　and　Scholes，2002）．

創造し社会性をもったものとしていくのかは重

要な課題である．創造性と社会性という観点か

ら経営戦略を新たに再検討する必要性がますま

す高まっている（大滝他，1997）．

1．組織の長期的方向を設定する（direction）

2．競争優位をもたらす（advantage）

3．組織活動の範囲を決定する（scope）

4．環境に対して組織の資源をフィットさせ

る（fit）

5．機会を創造するために組織の資源を作る

　こと（stretch）

6．業務的決定に影響を与える（operating

decision）

7．組織内外のパワーをもつ主体の価値や期

待によって影響を受ける（stakeholder）

3．経営戦略の創造性と社会性

21世紀の企業行動にとって経営戦略をいかに

　経営戦略の革新や創造についてはさまざまな

ことが言われてきたが，シュムペーターをもち

だすまでもなく，新しい戦略をつくることに関

わるといえるであろう．戦略の創造は，事業の

創造であり，製品の創造であり，ビジネスシス

テムの創造といえる．こうした戦略創造に関す

る議論は，新製品開発研究を中心に展開され，

その内容やプロセスについて検討されており，

現在，アーキテクチャー論やビジネスモデル論

と結びつけて新たな展開が行われてきた（藤

本・青島・武石，2001）．また，いかに戦略創

造を行うための組織を作るのかも重要なテーマ

であり，①組織文化の革新に焦点をあてる組織

開発論，②組織構造に注目する組織変動論，③

革新と関連した組織特性を明らかにしょうとす
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表2　3つのパースペクティブの特徴

認知過程 組織過程 政治過程

組織化する概念 認知構造・過程の影響 組織構造・過程の影響 パワー・政治策略の影響

中核となるメタファー 組織＝意図的に合理的

ﾈ人

組織＝機械 組織＝交渉テーブル

研究をカテゴリー化する

求[ル

問題理解に影響を与える

迫v因に関する研究

組織における情報の流れ

竏ﾓ志決定に影響を与え

髀迫v因に関する研究

パワーの源泉や活用に影

ｿを与える諸要因に関す

骭､究

各パースペクティブによ

髢竄｢

認知構造・過程やバイア

Xが決定成果にいかに影

ｿを与えるのか

組織構造・過程が決定成

ﾊにいかに影響を与える

ﾌか

パワーの配分が決定成果

ﾉいかに影響を与えるの

ｩ
出典：Schwenk（1989）

る革新的組織論として展開されてきた（稲葉・

山倉，1985）．創造的組織とは，組織にとって

新しいものを生みだす組織である．組織は変動

する環境のなかで，新しいものを生みだすこと

によって存続成長していく．創造的組織は，

「顧客・技術・競争相手等の環境についての情

報を獲得し，処理し，新たなものとして具体化

する能力をもった組織」といえる．環境対応力

のみならず環境創造力をもった組織であり，事

業創造能力や新製品開発能力をもった組織であ

り，そうした能力の形成・維持をいかに図って

いくのかが重要な課題となった．

　しかし，戦略創造は組織内部の問題には限定

されない．それを他組織との関係やネットワー

クのなかで考察していく必要性がますます高ま

っており，戦略創造と組織間関係を提携やアウ

トソーシングの問題として取り上げるようにな

ったのは近年の動向である．創造なくして組織

の発展はなく，社会の発展もないとするならば，

戦略創造とむすびつけた組織や組織間関係のあ

り方は解明すべき重要な課題となってくる（山

倉，1999）．

　経営戦略には，①企業が社会に果たすべき経

済的機能の内容を具体化する（自らの事業範囲

を画定する）「事業構造戦略」，②企業が国際社

会においてどのような活動領域を選択するのか

に関する（国境をこえた事業活動を画定する）

「国際経営戦略」，③企業にとって本来的活動以

外の機能を遂行する（市場環境には限定されな

い社会に対する企業の活動領域を画定する）

「社会戦略」が含まれる．戦略の社会性にとっ

て，重要な経営戦略は三番目の社会戦略であり，

企業が社会における役割を画定することである

（山倉，1993）．それは，企業の社会における基

本的方向を定めることである．それを具体化す

るために，企業の社会における活動内容を明ら

かにし，その組み合わせを決定することである．

したがって，企業の社会戦略は「企業が社会に

対してどこまで貢献を行うのか」についての決

定であり，いかに社会からの正当性を獲得して

いくのかにかかわっている．企業の社会戦略に

は，寄付などによる，企業の本来的活動とは直

接に関連しない領域への参加，公害防止など企

業の経済活動の遂行によって負の効果を与えた

領域への参加が含まれるし，積極的に事業をつ

うじて社会問題を解決することも含まれる．要

するに，企業が社会において，どこまでを自ら

のドメインと考え，それに対し資源配分を行っ
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ていくのかの決定が社会戦略であり，戦略の社

会性の具体化ともいえよう．

　企業が社会戦略を遂行していくためには，企

業が取り扱う問題を識別することが必要である．

すなわち，教育，雇用，環境保護，都市の再生

等の社会問題に対して，企業がどのようなかか

わりあいをするのか，どこまでを企業の貢献範

囲とするのかを決定しなければならない．その

意味では，社会問題の解決にあたって，企業が

自らの資源・能力をいかに有効に活用するかに

かかっている．社会戦略も資源ベースの戦略論

からも捉えることもできる．

　そこで，企業が社会に対して貢献していく場

合，企業が限られた資源の範囲でどこまで社会

のニーズを充足できるかがある．したがって企

業は自らの保有している資源をみきわめ，企業

の貢献範囲を何らかの基準によって確定し，優

先順位を決定しなければならない．企業は本来

的活動によって，社会の発展に貢献する（雇用，

税の支払いなど）のみならず，よき市民
（good　citizen）としての活動も要請されている．

そこで，社会戦略の形成や実行のためには，多

様なステイクホルダーとの関係のマネジメント

が求められている．

　こうした戦略の創造性と社会性とは従来別々

のものとして検討されてきたが，社会性をもっ

た事業創造がエコビジネスや地域ビジネスなど

として展開されていることに典型的に現れてい

るように，創造性と社会性を両立させた戦略展

開がますます必要となっている．両者をいかに

バランスよく組み合わせていくのかは，企業の

競争優位にとってもますます重要となる．

4．持続的競争優位の源泉

　企業の経営戦略は環境の中で自らの基本的方

向を定め，それに対して資源配分を重点的に行

い，競争優位を形成・展開することである．そ

こで，何を事業とするのか，事業の組み合わせ

をいかに行うのか，いかに競争優位を獲得して

いくのかが重要な課題であった．この課題に対

し，競争戦略論や多角化論として展開してきた．

とりわけ競争優位の源泉やそのメカニズムの解

明は経営戦略論の主たるテーマであった．この

テーマを巡っての戦略論の展開を検討すること

にしたい．

　まず，企業は特定の産業において他企業との

競争の中におかれている．この競争状況におい

て優位性を形成し，維持していくのかは重要な

戦略論の課題である．これは企業間格差の原因

を探ることにもつながる．この課題はポーター

によって競争戦略論として展開されてきた

（Porter，1980）．ポーターは産業に関する競争

状況の分析を重視し，既存産業内の企業間競争，

潜在的競争相手の参入障壁，供給業者との力関

係，買手との力関係，代替品の圧力といった五

つの競争勢力に対していかに企業が有利な位置

を築くかを分析している．その意味で競争分析

が企業にとっての優i位をもたらす出発点と考え

ていた．しかし競争状況の中で有利なポジショ

ンを構築することだけで競争優位が形成，維持

されるわけではない．

　企業の競争優位の源泉に関して新たな見方を

提示したのが資源ベースの戦略論である（図2）．

この見方はウェルナフェルトや伊丹らによって

提唱され，バーネイらによって展開されてきた

（Wernerfelt，1984；伊丹，1984；Barney，

1986）．企業を経営資源の束としてとらえ，資

源のうち，環境適応にとって価値ある，他企業

にない独自性をもつ，代替不可能な，他からは

模倣することがむずかしい経営資源や能力を重

視している．こうした経営資源・能力の保有や

蓄積が企業の競争優i位をもたらすと考えるので

ある．その意味で企業内部の見えざる資産に注

目しており，内から見た戦略論ともいえる．

　しかし，企業の競争優位の源泉はそれらにと

どまるものではない．企業はサプライヤー・顧

客・競争業者との間で，取引・合弁・情報交換

など多様な関係を複合的に形成している．二者

であれ，ネットワークであれ，組織間の関係性

に焦点をあてることが必要である．組織間の関
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図2　資源ベースの戦略論

財務的資源

物的資源

人的資源

組織的資源

価値のあるものか

独自なものか

模倣するのが難しい

コストがかかる

競争優位 持続的競争優位

複数の事業に

適用可能か

コア・コンビタンス

・経営資源の制度的専有性

・経路依存性

・因果関係の不明確さ

・システムの複雑性

出典：Harrison（2001）

係性の形成・維持も競争優位の源泉と考えるこ

ともできる．この見方はダイヤーとシンによっ

て関係性の視点（relational　view）とよばれて

いる（Dyer　and　Singh，1998）．それは，企業

自らが所有している能力と企業間関係をつうじ

て獲得できる能力とを結びつけて考慮すること

である．表3のように，関係のポートフォリオ

（ベンカトラマンとサブラマニアン）として，

戦略を見ることになる（Venkatraman　and

Subramaniam，2002）．組織と組織との関係か

ら生まれる資源や能力は決して個別組織のコン

トロールのもとにはなく，組織間で保有・蓄積

さ．れるのである．そこで，組織間レベルの資

源・能力がいかに形成・展開していくのかが競

争優位のポイントとなる．個別企業の優位性は

企業が埋め込まれている関係のネットワークの

優位性と結びついており，いかに他にはない独

自の企業間関係を構築するかが重要である．内

部能力と外部との関係を組み合わせつつ，いか

に価値創造過程に外部（他組織）を組み込んで

いくのかが問われる．その意味で他との能力補

完や他との共同行動に注目することにもつなが

る．それをつうじて企業にとって新しい能力が

もたらされるのである．そこで，企業の境界は

きわめて不明確となり，むしろ内と外を明確に

分けるのではなく，両者を融合・統合するメカ

ニズムこそ重要となる．知識がきわめて重要な

資産となる知識社会のもとでは，変化する環境

の中で企業間関係の形成をつうじた優位性の確

保はきわめて重要になる．それは，組織問レベ

ルの競争優位に注目することでもある．規模の

経済性や範囲の経済性に変わる新たな経済性の

ロジックが必要となる．では，企業の内外の相

互関連からもたらされる優位性はいかにもたら

されるのであろうか．ここでは関係性の視点に

より分析を行う．

　二者間であれネットワークであれ，組織間協

力と結びついたベネフィットがある．それは組

織間の競争優位性（lnterorganizational

Competitive　Advantage）をもたらす．関係レ

ソト（relational　rent）とよぶことができる．

そこで関係レソトの源泉について検討する

（Dyer　and　Singh，1998）．組織間関係には市

場取引のように一回限りの関係もあれば，ある

程度継続性のある関係もある．関係レソトの発

生のために鳳関係の継続が必要である．関係が
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表3　時代3（知識経済時代）における関係性の役割

“誰が” “なぜ” “いかに” “いつ”

伝統的 異なった境界維持活 取引コストの減少 明確な決定要因と業 業務条件に依存

動におけるサプライ 績評価にもとつく標

ヤー・流通業者 準契約

新 現状の戦略と将来の 取引コストの減少 異なった専門知識と 知識経済への進化に

方向を支援する重要 十 知的財産のタイプを よってもたらされる

な専門知識を保有し 戦略決定に必要な バランスする関係性 ビジネス環境の変化

ている主体 専門知識の範囲を のポートフォリオ

識別・利用するメ

カニズム

出典：Venkatraman　and　Subramaniam（2002）

継続していくことは組織が特定のパートナーに

コミットメントし，それにみあった投資が行わ

れることである．その意味で関係特定的投資が

行われる．当事者が関係特定的投資を行えば行

うほど，関係レソトが生ずる可能性は高くなる．

　また組織はパートナーとの協力の中で学習す

るかどうかにも関係レソトの生成はかかってい

る．組織間学習の成否が競争優位にとって重要

であるからである．組織と関係をもつパートナ

ーは技術開発やイノベーションをもたらす新し

いアイデアや情報の源泉でもある．パートナー

同士は優れた組織間知識共有ルーチンを開発す

ることによって，関係レソトを発生させる．組

織間知識共有ルーチンは特殊な知識の伝播・再

結合・創造を可能にする組織間相互作用の定常

的パターンである1組織が外部知識をいかに活

用できるかにかかっており，それは以前の関連

知識や知識受け手の吸収能力の関数である．自

ら以外の全ての企業から学習する能力がここで

は重要ではない．特定のパートナーと結びつい

た吸収能力こそ問題である．そこで組織は特定

のパートナーから価値ある知識を認識し，統合

する能力を開発しなければならない．このパー

トナー特殊吸収能力は，パートナーが組織と重

複する知識ベースをどれだけもっているか，パ

ートナーが社会技術的相互作用の頻度と集約度

を極大化する相互作用ルーチンをどれだけ有し

ているかに負っている．この吸収能力はパート

ナーに属する個人が互いに誰が何を知っている

のか，どこに組織内の重要な能力は布置されて

いるのか，互いに充分に知ることによってより

高められる．この種の知識はインフォーマルな

相互作用を通じて開発される．

　組織が関係レソトを生成する他の方法はパー

トナーの保有する補完的資源をてことして活用

することである．組織は自らが保有しない補完

する資源をもつパートナーとの関係にはいる．

補完的資源とは，より大きいレソトをもたらす

パートナー固有の資源である．それは市場では

容易には獲得することが難しい資源や能力を組

織間協力を通じて調達するのである．組織がパ

ートナーとの関係を形成することはパートナー

が組織間協力に対して独自の資源をもたらすこ

とでもある．組織間の結合された資源は結合さ

れる以前よりは価値があり，独自で模倣するこ

とが難しい．補完性のある資源を結合するこ・と

によって関係レソトを発生することができる．

その意味でシナジー効果をもたらす組織間結合

があることが必要である．補完的資源をともな

うレソトを生み出す際の挑戦的課題がある．潜

在的パートナーの補完的資源の価値を知るのは，

費用もかかるし難しいことである．組織の潜在
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表4　競争優位戦略への3つのアプローチ

ポジショニング戦略
　　　RBV
i資源ベースの戦略）

シンプル・ルール戦略

戦略目的 ポジショニングを確立する 経営資源のフル活用 チャンスの追求

戦略ステップ 魅力的な市場を特定する

h御可能なポジショニング

�閧ﾟる

站ｭし防御する

ビジョンの確立

o営資源の蓄積

e市場で経営資源をフル活用

混乱に身を投じる

ｮき続ける

`ャンスをつかむ

宴Xト・スパートをかける

戦略的な問い

ｩけ

我々はどこにあるべきか 我々は何であるべきか どのように前進すべきか

優位性がどこ

ﾅ生まれるか

きっちり統合された行動体系

�ｺった，ユニークで価値の

?るポジショニング

模倣困難な稀少資源 主要なプロセスと企業独自の

Vンプル・ルール

最も有効な市 変化が緩慢で構造が固定的な

s場

適度に変化し，構造が固まっ

ｽ市場

とどまることなく変転し，先

ﾌ見通しが立たない市場

優位性の継続

ｫ
持続可能 持続可能 予測不能

リスク 状況が変化した時にポジショ

jングが変更するのが困難に

ﾈる

動きが鈍くなり，状況の変化

ﾉ合わせた新たな資源の蓄積

ﾉ出遅れる

有望なチャンスにしっかり腰

�?えて取り組めない

業績目標 収益性 当該市場の長期的な支配 成長

出典：アイゼンハート（2003）

的パートナーを識別する能力や補完的資源を評

価する能力には格差がある．それは事前の提携

経験の違い，内部の探査能力の違い，潜在的パ

ートナーについての情報獲得能力の違いによる．

　関係レソトを創造するのに重要な役割を担う

のは統治である．統治は取引コストに影響する

だけでなく，価値創造活動にも影響を与える．

すなわち有効な統治は取引コストを低下するこ

とによって，あるいは関係特定的資産への投資，

情報共有・補完的資源の結合といった価値創造

へのインセンティブを与えることによって，関

係レソトを発生させる．パートナーによって使

われる統治には二つの種類がある．法的契約の

ような第三者執行の協定と人質や信頼のような

自己規制の協定である．後者の自己規制の方が

前者の第三者執行メカニズムよりも，契約コス

ト・監視コスト・適応コスト・再契約コストの

点で取引コストを極小化し，価値創造活動を極

大化する点から有効である．

　関係レソトを生成し，それにより競争優位を

形成したとしても，持続的に維持される保証は

ない．他からの模倣が容易であるならば競争優

位は失われてしまうからである．そこで他から

模倣することを困難にするメカニズムの解明が

必要である．関係レソトを維持する要因を明ら

かにすることであり，関係特殊的優位性がいか

に維持されるかを問うことでもある．他からの

模倣をむずかしくする要因としては資源ベース

の戦略論で取り上げられた因果のあいまいさや

時間の圧縮がある．因果のあいまいさのために

何が収益をもたらすのかを確定することが難し

くなる．そしてたとえ何が収益をもたらすこと
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がわかったとしても，時間圧縮の不経済のため

に資源を迅速に複製することは難しい．それ以

外に他からの模倣を難しくする要因がある．そ

れは①組織間資産相互関連性②パートナーの希

少性③資源の分割不可能性④制度的環境である．

　アイゼンハートは競争優位への3つのアプロ

ーチを表4のように整理している．そこで，注

目すべき点は新たなアプローチとしてシンプル

ルール戦略を提示している点である．それはき

わめて流動性が高く混乱に満ちた環境に対応す

る戦略ともいえる．

5．経営戦略とアライアンス

　経営戦略とアライアンスとの関係について検

討する．アライアンスは二つ以上の組織の結び

つきの在り方である（山倉，2001）．次の点を

考慮することが重要である．

1．自らのコンビタンスを生かしつつ，他か

　らの協力を得ること

2．他からの能力や資源を吸収したり，共に

協力して新たな能力を創造すること

3．企業の特定の領域への集中化，それ以外

　を他に委せること

4．他との協力・アライアンスをいかにマネ

　ジメントするかが重要であること

5．協力するパートナーの選択やパートナー

　との間での関係の構築と維持が重要である

6．M＆Aや短期的な取引はアライアンスに

は含まないものとする

7．マネジメントの中心的課題としてアライ

アンスがある

　アライアンス論は，なぜ，いかにアライアン

スが形成され，実行されるのか，変化・進化し

ていくのかが主たる課題とする．アライアンス

の形成は，まずアライアンスがなぜ形成される

のかが問題となる．この問題については資源依

存理論・取引コスト理論・学習理論などによっ

て取り扱われてきた．資源依存理論では，企業

は自らにとって必要であるが保有していない資

源や能力をもつ他組織とアライアンスすると考

えている（Pfeffer　and　Salancik，1978）．この

考え方は資源補完性をベースとしたアライアン

スの形成動機論である．組織間関係論では支配

的理論であった．取引コスト理論では，企業は

市場取引にともなうコストを減少するためにア

ライアンスに入ると考えている（Williamson，

1985）．少数の取引相手のもとで機会主義的行

動をおさえるために，関係特定的投資をともな

うアライアンスを選択すると考えている．また

学習理論では，企業がアライアンスを結ぶのは

他組織のもつ知識や能力を学習し，他との結び

つきによって新たな知識や能力を創造するため

とする（Badalacco，1991）．それは，内部知識

と外部知識の結合としてアライアンスを見るこ

とである．すなわち，いかに外部知識を獲i得し

つつ学習するのか，それを自社の知識としてい

かに有効に活用するのか，また内部外部の知識

結合によって影響力をいかに行使するのかが重

要となる．移転・創造される知識や能力は関係

に密着した固有のものであるため，密着した知

識の組織間移転には障害がともなう．

　アライアンスの形成はそれに参加する組織が

充分にアライアンスへの動機づけをもっていな

い場合もある．とりわけ，企業とNPO問のア

ライアンスは必ずしもアライアンスする動機を

持っていない組織間の協力をいかに作り上げて

いくかである．環境問題に代表される複雑な問

題を解決するためにアライアンスへの動機を必

ずしももっていない組織を参加させることがど

うしても必要な場合がある．ウエストレーらは，

この組織の参加を引き出すために架橋となる組

織（bridging　organization）の役割の重要性を

指摘している（Sharma，　Vredenbury，　Westley，

1996）．こうした，組織は情報提供を通じて，

アライアンスへの動機を高めるとともに複雑な

問題についての共通理解を高める役割を担って

いる．

　次に取り扱われるべき問題はパートナーの選



戦略マネジメント論の挑戦（山倉健嗣） （285）11

択である．既存の研究では企業とパートナーと

の資源や能力の補完性や補強性が重要であるこ

と，組織的一体化が行われやすいこと，組織間

の文化的適合性が指摘されている．しかし，そ

れ以上に重要な点は，いかにパートナーを発見

するかである．この点については企業のその時

点までの経験の与える影響が大きいといわれる．

それとともに企業がおかれているネットワー

ク・場に強く影響されており，企業が埋め込ま

れている状況を理解することが必要である

（Gulati，1995，1998）．企業のパートナーとの

今までの直接的・間接的関係のありかたや企業

やパートナーを含む場の構造が，パートナーの

選択に大きな影響を与える．関係構造として強

い紐帯・濃い密度よりも弱い紐帯や構造的欠損

箇所に注目する研究もある（Ahuja，2000）．

またパートナーの選択にあたって現在の資源や

能力のみでなく，将来にわたる長期的視野にた

った資源や能力の評価も必要である．また，パ

ートナーを発見する担当者や部門の設置も必要

となる．アライアンスが企業にとって全社的課

題になればなるほど1アライアンスを担当する

管理者の選考や役割も重要である（Yoshino

and　Ranger，1995）．

　また，時間の経過に伴ってアライアンスがい

かに形成されるのかは重要な課題である．その

際，他組織とのアライアンスをいかに評価して

いくのかが重要であるが，それは，単なる経済

的評価にとどまらず，組織的評価や資源的評価

も必要である．組織は，多様な組織とのアライ

ァンスを形成することになるが，その組み合わ

せをどのような構想力の中で展開しアライアン

スマップを形成していくのかが重要となる．

　第二の問題は，アライアンスのマネジメント

である．従来の研究では，アライアンスに関す

るコントロールの問題として主として取り扱わ

れ，①出資か非出資かの選択，②合弁企業への

出資比率，③合弁企業のトップマネジメントの

構成を巡る問題として論じられてきた．また，

アライアンスパートナー間の文化融合の問題と

しても取り扱われ，人的資源管理との関係で取

り上げられてきた．アライアンスをマネジメン

トするためには，またアライアンスを形成する

ためにも信頼の形成が必要である（Child　and

Faulkner，1998）．アライアンスが参加する企

業にとってある程度の資源や能力のコミットメ

ントを必要とするため，コミットメントを維持

する仕組み（信頼）が重要である．信頼は不確

実性の状況のもとにある主体間の態度であり，

不確実性に直面した際に企業がアライアンスパ

ートナーに対しいかなる期待をするのかにかか

わる．チャイルドとフォークナーは信頼がいか

なる基盤によるのかにより三つに分けている．

関係のコストとベネフィットを合理的に考慮す

る打算的信頼，互いに知り合いであることから

もたらされる認知や思考の同一化による認知的

信頼，参加者間の感情的一体化に基づく情感的

信頼の三つである．アライアンスの時間的経過

につれ，打算的信頼から認知的信頼，情感的信

頼へと功利的レベルから心理的レベルへ信頼基

盤が変化していく．

　アライアンスのマネジメントは学習とも関連

している（Makhija　and　Ganesh，1997）．参加

する組織間の資源や能力による交渉力がいかに

学習に影響を与えるのか，また学習がいかに参

加組織のアライアンスへのコントロールに影響

を与えるのかを考慮しなければならない．アラ

イアンスの目的が学習であるとするならば，参

加組織の学習意図とともに吸収能力や共同学習

の方法が重要となってくる．また，アライアン

スの目的が活用型学習であるのか探索型学習で

あるのかも影響を与える．

　アライアンスをマネジメントしていくために

は，トップマネジメントがいかにアライアンス

にコミットメントするのか，アライアンスを支

援：するのかが必要である．戦略的意図を明確に

すること，パートナーのトップとのコミュニケ

ーションの場をフォーマルであれインフォーマ

ルであれ設定すること，アライアンスに関する

知識を移転する場を社内的に整備すること，ア
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ライアンスを形成・実行するために適切な部門

を設置し管理者（アライアンスマネージャー）

を配置すること，そのための資金の配分を行う

ことが，そのための手段といえよう．トップレ

ベルだけではなくミドルレベルも含めた参加組

織間のインターフェイスマネジメントが必要と

なってくる．そこでアライアンスの形成・展開

において，プロデュース能力（様々な組織のも

つ能力や資源をまとめて一つの作品にする力）

が必要である．

　アライアンスがいかに発展・進化していくの

かは次の課題である．アライアンスは製品や組

織と同じようにライフサイクルがある
（Spekman　and　Forles，1998）．アライアンス

はアライアンスの必要性を認識し，パートナー

を探索し，交渉し，協定を締結し，それを実行

し，展開していく過程である．それはプロセス

の視点からアライアンスを見ることである．ア

ライアンスの段階モデルとしてスペクマンらの

研究がある．アライアンスの段階を期待・着

手・評価づけ・調整・投資・安定という6つの

段階にわけ，段階ごとにそれにかかわる問題を

取り上げている．

　アライアンスは相互利益をもたらす活動であ

り，事業がいかに展開していくのかを理解する

とともに，アライアンス企業間の対人関係に注

目することも必要である．従来から対境担当者

の役割の重要性は指摘されてきたわけであるが，

パートナー問の相互信頼の形成，コンフリクト

の解決などを考えると対人関係に注目しなけれ

ばならない．特に事業がうまくいっていない場

合，アライアンスから得られる期待が実現しな

い場合，アライアンスを維持していくためには

対人関係が重要である．アライァンス目的と連

動しつつ，対人関係を考慮していくことが必要

である．しかし，対人関係が固定的になりすぎ

るとアライアンス目的の達成に支障をもたらす

こともある．

　アライアンスのライフサイクルに注目するこ

とは，アライアンスの形成のみに研究の焦点を

限定するのではなく，アライアンスの総合的過

程まで対象を広げていくこと，アライアンス自

体が複雑であることを意味する．またアライア

ンスのマネジメントを担当するアライアンスマ

ネジャーの役割が重要である．アライアンスマ

ネジャーの役割はアライアンスのライフサイク

ルの段階で変化することを認識することが必要

である．初期の段階ではビジョン作成と支援で

あり，発展するに従ってコンフリクト解決が主

要な役割となるからである．この役割を果たし

ていくためには，業務遂行能力とともに対人能

力やビジョン創造力も必要である．

　アライアンスの進化は学習と深く結びついて

いる（Doz，1996）．進化はアライアンスに参

加する組織がアライアンスを通じて知識や能力

を学習する過程でもある．アライアンスがいか

なる初期条件のなかで開始されるのか，初期条

件をふまえいかに知識や能力が移転され創造さ

れるのか，それがいかに評価され，再編成が行

われるのかといった学習サイクルの理解が重要

である．

6．戦略の統合的プロセス

　戦略マネジメント論の重要な課題は戦略形

成・実行・評価・変革の統合的プロセスを把握

することである．従来の戦略論ではほとんどの

議論は戦略形成のみに焦点があてられていた。

既に述べたように戦略を形成するための環境分

析や資源分析そして組織分析についての考え方

や手法が次々と提示されている．しかし，戦略

は形成されるだけでは十分でない．それをいか

に実行していくのか，戦略へのコミットメント

をいかにつくりあげていくのかはもう一つの課

題として浮かび上がってくる．IBMのガースナ

ーの改革や日産のゴーンの改革のキーコンセプ

トは実行やコミットメントであった（Gerstner，

2002；Ghosn　and　Ries，2003）．戦略を絵に描

いた餅ではなくそれを実現していくためにはい

かに人々のやる気を高めコミットメントさせる

のかは重要である．この問題についてはさまざ
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図3　ガルブレイスのスター型モデル

　　　　　　方　向

戦　略

　スキルと

マインドセット パワー

人　下 構　造

報　酬 プロセス

　シヨンー}ー一情報

業績

　　行動

／　＼
文化

出典：Galbraith（2002）

まな論者によって既に論じられてきている．先

ほど述べたチャンドラーは「組織は戦略に従う」

という命題のもとに戦略を実行する組織の重要

性を既に喚起している（Chandler，1962）．チ

ャンドラーの仕事に強く影響されたガルブレイ

スは『経営戦略と組織デザイン』という著作に

おいて戦略を実行するための組織の多面的要素

との関係を適合（fit）をキーコンセプトとして

明らかにしている（Galbraith　and　Nathanson，

1978）．近年，ガルブレイスはその業績の現代

的展開としてスター型モデルを図3のように提

示している（Galbraith，2002）．しかも変動す

る環境の中で競争優位を確保するためにいかに

組織を適合させていくのかというプロセスにも

言及している．しかも戦略の変化にともなう組

織のデザインプロセスをスター型モデルをふま

え展開するとともに，戦略変化にともない組織

のどの側面から変革を開始していくのかについ

てのモデルを図4のように提示している．この

モデルでは戦略に適合するためには構造をいか

に作り上げていくのかを重視しており，その際

の部門化の基準をどう設定するのかを始めに考

慮している．組織をデザインするためにはどの

側面から開始し，その次にどれを動かしていく

のかは実践上はきわめて重要である．例えば，

日産の改革の際のクロスファンクショナルチー

ムの形成はまさにキーポイントであったことが

わかる．戦略を実行する際の部門の壁をいかに

崩していくためには部門横断的組織をいかに作

るのかが重要であり，しかもそれをサポートす
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図4　望ましいデザイン・プロセス
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　　＼
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　　＼
業績評価と報酬

　　　＼

訓練と開発

　　　＼

キャリアパス

出典：Galbraith（2002）

るトップのあり方も問われたともいえる．また，

組織を構成する様々な要素間の関係を一時点で

適合させるだけでなく時間の流れの中で適合さ

せるというダイナミックプロセスについての理

解も必要ということである．したがって，ガル

ブレイスのモデルにそっていうならば戦略と適

合した構造・プロセス・人材・報酬をいかに作

っていくのかが重要であり，それが業績や文化

を規定することになるのである．その意味では，

戦略一組織一業績の相互関連を考慮した考え方

や見方こそますます必要となってくる．

　経営戦略は新たな業績評価システムを必要と

している．それは経営戦略と業績評価との相互

関連の中でマネジメントシステムを構築してい

くことでもある．図5のように，その考え方は

カプランらによって提唱されたバランス・スコ

アカードにまとめられている（吉川，2001）．

従来の業績評価は財務的評価が中心であった．

しかも事後的評価により行われていた．近年の

企業環境の急速な変化は単なる事後的・財務的

評価を超えた，事前的・総合的評価が必要とな

っている．そこで新たな業績評価指標がキャブ

ランらによって提示されたバランス・スコアカ

ード（balanced　score　card）である．それは新

しい経営指標として提示されており戦略やビジ

ョンと連動したマネジメントシステムとして展

開されるに至っている．バランス・スコアカー

ドは4つの視点から企業の業績を評価する．4

つの視点とは，①顧客の視点（顧客はわが社を

どう見るか）②社内業務プロセスの視点（わが

社はどの分野で秀でなければならないのか）③

企業変革と学習の視点（わが社の価値を向上し

創造する余地はあるのか）④財務的視点（株主

はわが社をどう見ているのか）である．従来の

業績評価とは異なり過去を表す財務的視点だけ

ではなく，将来を表す顧客の視点や変革と学習
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図5　4つの視点に支えられたバランス・スコアカード
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出典：吉川（2001）

の視点をあわせて評価することに意義がある．

単なる財務的指標のみならず，非財務的指標を

含むことによって将来の企業価値の向上や創造

に貢献しようとする意味で将来のあるべき戦略

やビジョンを実現するための行動指針としての

意味も持っている．

　経営者はバランス・スコアカードをモニター

することによって戦略やビジョンに基づき財務

的指標と非財務指標のバランス，外部の指標と

内部指標のバランス，現在と将来のバランスを

決定することができ，そのことを通じて企業価

値をもたらす要因を識別することも可能となる．

バランス・スコアカードの策定や実行のために

は経営者のみならず管理者・従業員も含めた全

社的取り組みが必要とされている．

　また，戦略を実行していくためには組織のデ

ザインとともにビジネスプロセスや情報システ

ムの設計も重要である．また，戦略とビジネス

システム，戦略と情報システムとのインターフ

ェイスの設計もまた重要になる．ビジネスシス

テムについては，ポーターの価値連鎖の議論や

加護野のビジネスシステムの議論をふまえて展

開することになる．

　そこで，それぞれの要素を設計するとともに，

要素間を統合することがますます重要なことに

なってこよう（図6）．
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図6　戦略の統合的プロセス
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